
連 結 貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

Ⅰ 流 動 資 産 7,599,814 Ⅰ 流 動 負 債 2,836,078
現 金 及 び 預 金 2,541,657 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 324,219
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,948,058 電 子 記 録 債 務 740,413
電 子 記 録 債 権 599,391 一年以内返済予定長期借入金 687,955
商 品 及 び 製 品 790,556 リ ー ス 債 務 50,482
仕 掛 品 714,349 未 払 法 人 税 等 26,117
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 776,846 未 払 消 費 税 等 6,636
そ の 他 231,415 設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 636,306
貸 倒 引 当 金 △2,461 そ の 他 363,947

Ⅱ 固 定 資 産 6,271,824 Ⅱ 固 定 負 債 3,067,403
1.有形固定資産 4,556,719 長 期 借 入 金 1,917,387
建 物 及 び 構 築 物 1,897,605 リ ー ス 債 務 65,871
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 1,222,480 繰 延 税 金 負 債 295,630
土 地 1,075,984 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 242,233
建 設 仮 勘 定 274,934 退 職 給 付 に 係 る 負 債 542,468
工 具、 器 具 及 び 備 品 85,714 資 産 除 去 債 務 3,811

2.無形固定資産 41,364 負 債 の 部 合 計 5,903,481
ソ フ ト ウ ェ ア 736 （純資産の部）
そ の 他 40,628 Ⅰ 株 主 資 本 6,939,580

1.資 本 金 4,791,796
3.投資その他の資産 1,673,740 2.資本剰余金 2,995,928
投 資 有 価 証 券 1,515,851 3.利益剰余金 △426,094
そ の 他 157,888 4.自 己 株 式 △422,050

Ⅱ その他の包括利益累計額 1,025,517
1.その他有価証券評価差額金 633,154
2.為 替 換 算 調 整 勘 定 398,975
3 退職給付に係る調整累計額 △6,612

Ⅲ 新 株 予 約 権 3,059
純 資 産 の 部 合 計 7,968,157

資 産 の 部 合 計 13,871,638 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計 13,871,638
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2025
2025

年
年
１
12
月
月
１
31
日
日） （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,475,562

売 上 原 価 6,680,076

売 上 総 利 益 1,795,485

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,025,695

営 業 損 失 230,209

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 56,696

為 替 差 益 27,779

そ の 他 23,877 108,353

営 業 外 費 用

支 払 利 息 32,381

そ の 他 8,644 41,025

経 常 損 失 162,881

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 23,992

減 損 損 失 2,475,909 2,499,901

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 2,662,783

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,112

法 人 税 等 調 整 額 9,177

当 期 純 損 失 2,701,073

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 2,701,073

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連結株主資本等変動計算書
（自

至
2025
2025

年
年
１
12
月
月
１
31
日
日） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2025 年 １ 月 １ 日 残 高 4,791,796 2,995,928 2,394,371 △422,020 9,760,076
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △119,393 △119,393
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △2,701,073 △2,701,073
自 己 株 式 の 取 得 △29 △29
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （純 額）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △2,820,466 △29 △2,820,496
2025 年 12 月 31 日 残 高 4,791,796 2,995,928 △426,094 △422,050 6,939,580

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 退 職 給 付 に 係 る

調 整 累 計 額
そ の 他 の 包 括
利 益
累 計 額 合 計

2025 年 １ 月 １ 日 残 高 470,255 340,154 △4,528 805,881
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失
自 己 株 式 の 取 得
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （純 額） 162,899 58,821 △2,084 219,636

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 162,899 58,821 △2,084 219,636
2025 年 12 月 31 日 残 高 633,154 398,975 △6,612 1,025,517

（単位：千円）

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

2025 年 １ 月 １ 日 残 高 ― 10,565,957
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △119,393
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △2,701,073
自 己 株 式 の 取 得 △29
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （純 額） 3,059 222,695

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 3,059 △2,597,800
2025 年 12 月 31 日 残 高 3,059 7,968,157

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社……３社
フジ コピアン（ＨＫ）リミテッド（中国）
エフシー ベトナム コーポレーション（ベトナム）
富士加工株式会社

2. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
在外連結子会社の決算日
９月30日

フジ コピアン（ＨＫ）リミテッド
エフシー ベトナム コーポレーション

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。
国内連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

4. 会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
② デリバティブ

時価法
③ 棚卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづく簿価切下げの方
法）

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産は除く）

国内連結会社は定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 15年〜50年
機械装置及び運搬具 ８年〜10年

在外連結子会社は定額法
② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は当該残価保証額）とする
定額法を採用しております。



（3） 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

国内連結会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
在外連結子会社は、個別に回収可能性を考慮して計上しております。

② 役員退職慰労引当金
当社役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当連結会計年度末要支給額を計上してお
ります。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法
当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見
込額にもとづき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。

国内連結子会社および当社執行役員については、退職金の支払に備えるため、内規にもとづく当連結会
計年度末要支給額を計上しております。
在外連結子会社については、当連結会計年度末要支給額を計上しております。
未認識数理計算上の差異については、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調
整累計額に計上しております。

（5） 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、印字記録媒体および事務用消耗品関連事業、プラスチック成形関連事業の２事業を主
な事業としており、日本国内での販売、輸出による販売、海外支店での販売を行っております。いずれ
の事業にかかる販売も、商品又は製品の引渡しによって顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得す
ることから、商品又は製品の引渡時点において履行義務が充足されたと判断しており、当該時点で収益
を認識しております。ただし、日本国内での売上については、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧
客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で履行義務が充足されたと判断しており
ます。また、輸出による売上は、インコタームズ等に定められた貿易条件にもとづき、リスク負担が顧
客に移転する船積み時点で収益を認識しております。



（6） 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準
当社の外貨建資産および負債のうち、外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産、負債および収益、費用は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（7） 重要なヘッジ会計の方法
長期借入金を対象とした特例処理の要件を満たした金利スワップについて、当該処理によっておりま
す。



会計上の見積りに関する注記
フジコピアン株式会社の繰延税金資産の回収可能性

（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 28,762千円（繰延税金負債との相殺前の金額）
このうち、フジコピアン株式会社の繰延税金負債との相殺前の金額はありません。

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

フジコピアン株式会社の繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基
準適用指針第26号)に定める会社分類にもとづき、当連結会計年度末における将来減算一時差異に対し
て、翌連結会計年度の課税所得および将来減算一時差異等の解消スケジュールを合理的に見積り、繰
延税金資産の回収可能性を判断しており、課税所得の見積りにおける不確実性を考慮し、当該連結会
計年度において繰延税金資産は計上しておりません。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
フジコピアン株式会社の課税所得の見積りは、翌期の事業計画を基礎としており、売上高および粗付
加率〔粗付加率＝（売上高-材料費-外注加工費-商品売上原価）÷（売上高）〕を主要な仮定としており
ます。売上高は過去の実績や将来の市況等の見込みを勘案し設定しており、粗付加率は過去の実績や
コスト削減効果等の見込みを勘案し設定しております。このような将来の売上高や粗付加率にかかる
仮定は、取引先の需要動向や販売価格の変動、材料費、外注加工費の価格の変動等、企業内外の経営
環境の変化によって影響を受けるため、見積りの不確実性が高いものとなります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、見積りに用いた前提条件や仮
定に変更が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があります。



固定資産の減損
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当連結会計年度

有形固定資産 4,556,719

無形固定資産 41,364

計 4,598,084

減損損失 2,475,909

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法

当社グループは固定資産の減損の兆候を把握するに当たり、資産のグルーピングを会社単位を基準と
して相互補完関係を考慮した地域区分に基づいて行っております。資産をグルーピングの上、継続的
な営業赤字や回収可能価額を著しく低下させる使用方法の変化等により減損の兆候があると認められ
る場合には、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価
額を比較し減損損失認識の要否を判定しております。減損損失を認識すべきであると判定した場合に
は、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し減損損失
を計上いたします。

② 主要な仮定
減損損失の認識及び使用価値の算定における主要な仮定は、事業計画を基礎として見積もった将来キ
ャッシュ・フローと割引率です。事業計画を基礎として見積もった将来キャッシュ・フローにおける
主要な仮定は、フジコピアン株式会社の繰延税金資産の回収可能性②当連結会計年度の連結計算書類
に計上した金額の算出に用いた主要な仮定に記載の通りです。
正味売却価額は、主に外部専門家が算定した評価額等から処分費用見込額等を控除した価額でありま
す。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
使用価値の算定に利用した経営者により作成された事業計画等の見直しが必要となった場合や、正味
売却価額の算定に利用した不動産鑑定評価等に下落が生じた場合には、翌連結会計年度において固定
資産の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。



連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 18,288,969千円
２．担保提供資産およびそれに対応する債務
（1） 担保提供資産

建 物 及 び 構 築 物 281,033千円
機械装置及び運搬具 39,328
土 地 1,014,222
工具、器具及び備品 827

計 1,335,412
（2） 上記資産に対応する債務

一 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 533,393千円

長 期 借 入 金 1,447,455
計 1,980,848

３．連結会計年度末日満期手形、電子記録債権および電子記録債務の会計処理は、手形交換日または決済日をも
って決済処理しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関休業日であったため、次の期末日満期手
形、電子記録債権および電子記録債務が期末残高に含まれております。

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 233千円
電 子 記 録 債 権 10,025
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,273
電 子 記 録 債 務 178,865
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 560,930



連結損益計算書に関する注記
固定資産の減損損失に関する注記事項

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
（1） 減損損失を認識した主な資産

(単位：千円）
場所 用途 種類 減損損失

大阪本社 事業用資産 建物及び土地等 872,682

岡山工場 事業用資産 建物及び機械装置等 1,603,226

合計 2,475,909

（2） 減損損失の認識に至った経緯
当社及び国内子会社を含めた使用グループにおいて、営業利益が継続してマイナスになったことから減
損の兆候があると認識し、事業計画を基礎として減損損失の認識判定を行った結果、割引前将来キャシ
ッュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったことから、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額）まで減
額し、当該減少額を減損損失に計上しております。

（3） 減損損失の金額
（単位：千円）

種類 金額

建物及び構築物 895,252

機械装置及び運搬具 284,046

土地 603,938

リース資産（有形） 89,181

建設仮勘定 154,317

工具、器具及び備品 45,525

リース資産（無形） 305,337

その他 98,308

合計 2,475,909



（4） 資産のグルーピングの方法
当社グループは固定資産の減損の兆候を把握するに当たり、資産のグルーピングを会社単位を基準とし
て相互補完関係を考慮した地域区分に基づいて行っております。

（5） 回収可能価額の算定方法
回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に外部専門家から入手した評価額等から処分費用
見込額等を控除した価額に基づき算定しております。



連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

（株）

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

（株）

当連結会計年度末
株 式 数

（株）

普通株式 1,789,487 ― ― 1,789,487

２．配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の
総 額 （千 円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （円） 基 準 日 効力発生日

2025年２月14日
取 締 役 会 普通株式 119,393 78.00 2024年12月31日 2025年３月６日

（2） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額（千円）

配 当 の
原 資

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2026年2月13日
取 締 役 会 普通株式 61,226 資本剰余金 40.00 2025年12月31日 2026年３月31日

3．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社 第2回新株予約権 普通株式 ― 380,000 ― 380,000 3,059

連結
子会社 ― ― ― ― ― ― ―



金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当社は、資金の運用につきましては、安全性の高い金融商品で運用しております。また、資金調達につ
きましては、銀行借入により調達する方針であります。デリバティブ取引につきましては、相場変動に
よるリスクを軽減するため実需の範囲でのみ行い、投機目的では行わない方針であります。

（2） 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信
管理を行い信用リスクを低減しております。また、グローバルに事業を展開していることから生じてい
る外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、一部について為替予約を利用して為
替変動リスクをヘッジしております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクや発行体の信用
リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務および設備関係支払手形、設備関係電子記録債務
は、１年以内の支払期日であります。また、外貨建のものにつき、為替の変動リスクに晒されておりま
すが、一部について為替予約を利用して為替変動リスクをヘッジしております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
為替予約取引であります。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格にもとづく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価格が変動することもあります。



２．金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等は、次表に含めておりません。（（注）参照）
また、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」

「設備関係支払手形」「設備関係電子記録債務」については、現金であること、および短期間で決済される
ため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

投資有価証券
その他有価証券 1,320,838 1,320,838 ―

資産計 1,320,838 1,320,838 ―
長期借入金（※１） 2,605,343 2,579,859 △25,483
リース債務（※２） 116,354 112,878 △3,475

負債計 2,721,697 2,692,737 △28,959
（※１）長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含めております。
（※２）リース債務には、一年以内支払予定リース債務を含めております。

（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資産
投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。
負債
長期借入金、リース債務

長期借入金およびリース債務のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することか
ら、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によ
るものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しております。

（注）2. 市場価格のない株式等は「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計
上額は次のとおりであります。

（単位：千円）
区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 195,013



３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対
象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン
プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：
観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価時価の算定に重要な影響を与える
インプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価
の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区 分
時価（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 1,320,838 ― ― 1,320,838

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区 分
時価（単位：千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ― 2,579,859 ― 2,579,859
リース債務 ― 112,878 ― 112,878

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は、取引所の価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１に分類しております。

長期借入金、リース債務
元利金の合計額と新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。



収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

報告セグメント

印字記録媒体
および事務用

消耗品関連事業
プラスチック
成形関連事業 計

売上高
サーマルトランスファーメディア 5,096,200 ― 5,096,200
インパクトリボン 840,746 ― 840,746
テープ類 1,442,829 ― 1,442,829
機能性フィルム 402,704 ― 402,704
その他 256,810 ― 256,810
プラスチック成形 ― 436,270 436,270

顧客との契約から生じる収益 8,039,291 436,270 8,475,562
外部顧客への売上高 8,039,291 436,270 8,475,562

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に
関する注記等・4. 会計方針に関する事項・(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま
す。

3．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債は主に、製品引渡し前に顧客から受け取った対価であり、連結貸借対照表上、流動負債のその他に
含まれております。
当連結会計年度における契約負債の内訳は以下のとおりであります。

契約負債（期首残高） 31,526千円
契約負債（期末残高） 13,841千円

なお、当連結会計年度において契約資産の発生はありません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 5,205円69銭
２．１株当たり当期純損失 1,764円63銭


